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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　装置本体の上部の取出口を通じて該装置本体の外側へ取出可能に前記装置本体の内部に
設けられた取出部品と、
　自らの後側部分が装置左右方向に沿った軸線周りに回転可能に前記装置本体の上部に取
り付けられ、前記取出口を上方から覆い上方への回転により前記取出口を開放する開閉部
と、
　装置左右方向に沿った軸線周りに回転可能に前記装置本体の上部における前記開閉部の
装置前方側に取り付けられ、且つ、前記開閉部の前記上方への回転軌道上及び前記取出部
品の前記取出口を通じた前記装置本体の外側への取出経路上の位置に配置され、装置前方
への回転により前記回転軌道上及び前記取出経路上から退避し、前記取出部品の取出経路
を開放状態の前記開閉部との間に形成する操作部と、
　前記操作部が前記回転軌道上及び前記取出経路上から退避可能に前記操作部の下端部を
回転可能に支持し、前記操作部の前記回転軌道上及び前記取出経路上から装置前方への回
転より、操作者が操作する高さに合わせて前記操作部の角度を調整可能に前記下端部を支
持する支持体と、
　を備え、
　前記操作部は、前記装置本体から装置前方側へはみ出す位置まで、装置前方へ回転可能
とされている
　画像形成装置。
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【請求項２】
　画像形成中に前記操作部が回転するとき、前記操作部は、前記回転軌道上及び前記取出
経路上から退避する時と同じ軸線回りに回転する
　請求項１に記載の画像形成装置。
【請求項３】
　前記支持体は、
　前記装置本体の上部における前記開閉部の装置前方側に設けられ、前記操作部の下端部
を装置左右方向に沿った軸線周りに回転可能に支持し、前記回転軌道上及び前記取出経路
上に切欠きを有する
　請求項１又は２に記載の画像形成装置。
【請求項４】
　前記操作部に設けられ、前記操作部が前記位置に位置する状態において、前記開閉部の
開放を制限する制限部を備える
　請求項１～３のいずれか１項に記載の画像形成装置。
【請求項５】
　装置本体の取出口を開閉する回転可能な開閉部の回転軌道上、及び前記取出口から取り
出される取出部品の取出経路上に配置される操作部と、
　前記操作部が前記回転軌道上および前記取出経路上から退避可能に前記操作部の下端部
を回転可能に支持し、前記操作部の前記回転軌道上及び前記取出経路上から装置前方への
回転より、操作者が操作する高さに合わせて前記操作部の角度を調整可能に前記下端部を
支持する支持体と、
　を備え、
　前記操作部は、前記装置本体から装置前方側へはみ出す位置まで、装置前方へ回転可能
とされている
　画像形成装置。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、画像形成装置に関する。
【背景技術】
【０００２】
　特許文献１には、カートリッジ収納部の前扉と操作パネルとを兼用にした記録装置が開
示されている。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開平６－１４３７４３号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　装置本体に取り付けられた開閉部を回転させて取出口を開放し、取出口を通じて装置本
体から取出部品を取り出す構成において、開閉部の回転軌道上及び取出部品の取出経路上
以外の位置に操作パネル等の操作部を配置した場合では、取り出される取出部品に操作部
が干渉しないが、操作部が大きい場合では、操作部が装置本体から張り出して、装置が大
型化する。
【０００５】
　本発明は、操作部が開閉部の回転軌道上及び取出部品の取出経路上以外の位置に最初か
ら配置された構成に比べ、取出部品を取り出す際に当該取出部品に操作部が干渉すること
を抑制しつつ、装置の小型化を図ることを目的とする。
【課題を解決するための手段】
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【０００６】
　請求項１の発明は、装置本体の上部の取出口を通じて該装置本体の外側へ取出可能に前
記装置本体の内部に設けられた取出部品と、自らの後側部分が装置左右方向に沿った軸線
周りに回転可能に前記装置本体の上部に取り付けられ、前記取出口を上方から覆い上方へ
の回転により前記取出口を開放する開閉部と、装置左右方向に沿った軸線周りに回転可能
に前記装置本体の上部における前記開閉部の装置前方側に取り付けられ、且つ、前記開閉
部の前記上方への回転軌道上及び前記取出部品の前記取出口を通じた前記装置本体の外側
への取出経路上の位置に配置され、装置前方への回転により前記回転軌道上及び前記取出
経路上から退避し、前記取出部品の取出経路を開放状態の前記開閉部との間に形成する操
作部と、を備える。
【０００７】
　請求項３の発明は、前記装置本体の上部における前記開閉部の装置前方側に設けられ、
前記操作部の下端部を装置左右方向に沿った軸線周りに回転可能に支持し、前記回転軌道
上及び前記取出経路上に切欠きを有する支持体を備える。
【０００８】
　請求項４の発明は、前記操作部に設けられ、前記操作部が前記位置に位置する状態にお
いて、前記開閉部の開放を制限する制限部を備える。
【発明の効果】
【０００９】
　本発明の請求項１の構成によれば、操作部が開閉部の回転軌道上及び取出部品の取出経
路上以外の位置に最初から配置された構成に比べ、取出部品を取り出す際に当該取出部品
に操作部が干渉することを抑制しつつ、装置の小型化を図ることができる。
【００１０】
　本発明の請求項３の構成によれば、切欠きを有さない構成に比べ、取出部品を取り出す
際に当該取出部品に支持体が干渉することを抑制できる。
【００１１】
　本発明の請求項４の構成によれば、開閉部の開放が制限されない構成に比べ、操作部が
回転軌道上及び取出経路上から退避していない状態において、開閉部が開放されることを
抑制できる。
【図面の簡単な説明】
【００１２】
【図１】本実施形態に係る画像形成装置の構成を示す概略図である。
【図２】本実施形態に係る転写ユニットの構成を示す斜視図である。
【図３】本実施形態に係る画像形成装置の構成を示す斜視図である。
【図４】図３において、転写ユニットを画像形成装置本体から取り出している状態を示す
斜視図である。
【図５】本実施形態に係る画像形成装置本体の上部の構成を示す側面図である。
【図６】図５において、操作パネルを前方へ回転させた状態を示す側面図である。
【図７】図６において、開閉カバーを開放した状態を示す側面図である。
【図８】図７において、転写ユニットを画像形成装置本体から取り出している状態を示す
側面図である。
【図９】本実施形態に係る排出部をなす開閉カバーに記録媒体が載置された状態を示す斜
視図である。
【図１０】図４に示す状態の画像形成装置を前方側の斜め上方から見た図である。
【図１１】本実施形態に係る操作パネルを拡大して示す斜視図である。
【図１２】図１１において、開閉カバーを開放しようとした場合を示す斜視図である。
【発明を実施するための形態】
【００１３】
　以下に、本発明に係る実施形態の一例を図面に基づき説明する。
【００１４】
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　（画像形成装置１０）
　まず、画像形成装置１０の構成を説明する。図１は、画像形成装置１０の構成を示す概
略図である。なお、下記の説明で用いる装置前方、装置後方、装置右方、装置左方、装置
上方、装置下方は、それぞれ、図中に示す矢印方向（前、後、右、左、上、下）に対応し
たものである。また、装置前方、装置後方、装置右方、装置左方、装置上方、装置下方を
、それぞれ、単に、前方（前側）、後方（後側）、右方（右側）、左方（左側）、上方（
上側）、下方（下側）という場合がある。また、図中の「○」の中に「×」が記載された
記号は、紙面の手前から奥へ向かう矢印を意味する。図中の「○」の中に「・」が記載さ
れた記号は、紙面の奥から手前へ向かう矢印を意味する。
【００１５】
　画像形成装置１０は、図１に示されるように、各構成部品が内部に設けられた画像形成
装置本体１１（装置本体の一例）を備えている。画像形成装置本体１１の内部には、用紙
等の記録媒体Ｐが収容される収容部１２と、記録媒体Ｐに画像を形成する画像形成部１４
と、が設けられている。さらに、画像形成装置本体１１の内部には、記録媒体Ｐに形成さ
れた画像を記録媒体Ｐに定着する定着装置６０と、収容部１２から画像形成部１４へ記録
媒体Ｐを搬送する搬送部１６と、が設けられている。また、画像形成装置本体１１の上部
には、定着装置６０によって画像が定着された記録媒体Ｐが排出される排出部１８が設け
られている。
【００１６】
　画像形成部１４は、イエロー（Ｙ）、マゼンタ（Ｍ）、シアン（Ｃ）、ブラック（Ｋ）
の各色のトナー画像を形成する形成部としての画像形成ユニット２２Ｙ、２２Ｍ、２２Ｃ
、２２Ｋ（以下、２２Ｙ～２２Ｋと示す）と、画像形成ユニット２２Ｙ～２２Ｋで形成さ
れたトナー画像が転写される中間転写ベルト２４（転写体）を有する転写装置としての転
写ユニット２１（取出部品の一例）と、を備えている。さらに、画像形成部１４は、一次
転写ロール２６によって中間転写ベルト２４に転写されたトナー画像を中間転写ベルト２
４から記録媒体Ｐへ転写する二次転写ロール２８を備えている。なお、画像形成部１４は
、上記の構成に限られず、他の構成であっても良く、記録媒体Ｐに画像を形成するもので
あればよい。
【００１７】
　画像形成ユニット２２Ｙ～２２Ｋは、水平方向に対して傾斜した状態で、画像形成装置
本体１１の内部に配置されている。また、画像形成ユニット２２Ｙ～２２Ｋは、一方向（
例えば、図１における時計回り方向）へ回転する感光体３２をそれぞれ有している。なお
、各画像形成ユニット２２Ｙ～２２Ｋは、同様に構成されているので、図１において、画
像形成ユニット２２Ｙ、２２Ｍ、２２Ｃにおける各部の符号を省略している。
【００１８】
　各感光体３２の周囲には、感光体３２の回転方向上流側から順に、感光体３２を帯電さ
せる帯電装置としての帯電ロール２３と、帯電ロール２３によって帯電した感光体３２が
露光されて形成された静電潜像を現像してトナー画像を形成する現像装置３８と、が設け
られている。
【００１９】
　現像装置３８は、感光体３２へ現像剤を供給する現像剤供給体３８Ａと、現像剤供給体
３８Ａへ付与される現像剤を攪拌しながら搬送する搬送部材３８Ｂと、を備えている。ま
た、画像形成ユニット２２Ｙ～２２Ｋの前方側には、各画像形成ユニット２２Ｙ～２２Ｋ
の現像装置３８へ供給される現像剤を収容する複数の収容部５４が配置されている。
【００２０】
　画像形成ユニット２２Ｙ～２２の下側には、各画像形成ユニット２２Ｙ～２２Ｋの帯電
ロール２３によって帯電した感光体３２を露光して感光体３２に静電潜像を形成する露光
装置３６が設けられている。
【００２１】
　転写ユニット２１は、各画像形成ユニット２２Ｙ～２２Ｋの上側に配置されている。こ
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の転写ユニット２１は、中間転写ベルト２４と、中間転写ベルト２４が巻き掛けられる巻
掛ロール４２、４３、４４、４５と、各画像形成ユニット２２Ｙ～２２Ｋで形成されたト
ナー画像を中間転写ベルト２４に転写する一次転写ロール２６と、有している。
【００２２】
　中間転写ベルト２４は、環状に形成されると共に、画像形成ユニット２２Ｙ～２２Ｋの
上側に配置されている。中間転写ベルト２４は、例えば、巻掛ロール４３が回転駆動する
ことによって、感光体３２と接触しながら一方向（例えば、図１における反時計回り方向
）へ周回（回転）するようになっている。なお、巻掛ロール４２は、二次転写ロール２８
に対向する対向ロールとされている。
【００２３】
　一次転写ロール２６は、中間転写ベルト２４を挟んで感光体３２に対向している。一次
転写ロール２６と感光体３２との間が、感光体３２に形成されたトナー画像が中間転写ベ
ルト２４に転写される一次転写位置Ｔ１とされている。
【００２４】
　そして、一次転写ロール２６には、トナー極性とは逆極性の一次転写電圧（一次転写電
流）が印加されるようになっている。これにより、感光体３２と一次転写ロール２６との
間に一次転写電界が形成されて、感光体３２に形成されたトナー画像に対して静電力が作
用し、当該トナー画像が一次転写位置Ｔ１で中間転写ベルト２４に転写される。
【００２５】
　二次転写ロール２８は、中間転写ベルト２４を挟んで巻掛ロール４２に対向している。
二次転写ロール２８と巻掛ロール４２との間が、中間転写ベルト２４に転写されたトナー
画像が記録媒体Ｐに転写される二次転写位置Ｔ２とされている。
【００２６】
　二次転写ロール２８には、トナー極性とは逆極性の二次転写電圧（二次転写電流）が印
加されるようになっている。これにより、巻掛ロール４２と二次転写ロール２８との間に
二次転写電界が形成されて、中間転写ベルト２４のトナー画像に対して静電力が作用し、
当該トナー画像が二次転写位置Ｔ２で記録媒体Ｐに転写される。
【００２７】
　図１に示されるように、搬送部１６は、収容部１２に収容された記録媒体Ｐを送り出す
送出ロール４６と、送出ロール４６に送り出された記録媒体Ｐが搬送される搬送路４８と
、送出ロール４６によって送り出された記録媒体Ｐを下流側へ搬送する搬送ロール５０と
、を有している。なお、搬送ロール５０のうちの二次転写位置Ｔ２に最も近い一対のロー
ルはレジストレーションロールとされている。
【００２８】
　定着装置６０は、二次転写位置Ｔ２に対する搬送方向下流側に配置されている。定着装
置６０は、加熱ロール６２と、加圧ロール６４と、を有している。定着装置６０では、加
熱ロール６２による加熱と、加圧ロール６４による加圧とによって、中間転写ベルト２４
から記録媒体Ｐに転写されたトナー画像を記録媒体Ｐに定着する。
【００２９】
　次に、本実施形態に係る画像形成装置１０における、記録媒体Ｐへ画像を形成する画像
形成動作について説明する。
【００３０】
　本実施形態に係る画像形成装置１０では、収容部１２から送出ロール４６によって送り
出された記録媒体Ｐが、搬送ロール５０によって二次転写位置Ｔ２へ送り込まれる（図１
参照）。
【００３１】
　一方、各画像形成ユニット２２Ｙ～２２Ｋでは、帯電ロール２３によって帯電した感光
体３２が、露光装置３６によって露光されて感光体３２に静電潜像が形成される。その静
電潜像が現像装置３８によって現像されて感光体３２にトナー画像が形成される。画像形
成ユニット２２Ｙ～２２Ｋで形成された各色のトナー画像は、一次転写位置Ｔ１にて中間
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転写ベルト２４に転写されて、カラー画像が形成される。そして、中間転写ベルト２４に
形成されたカラー画像が、二次転写位置Ｔ２にて記録媒体Ｐへ転写される。
【００３２】
　トナー画像が転写された記録媒体Ｐは、定着装置６０へ搬送され、転写されたトナー画
像が定着装置６０により定着される。トナー画像が定着された記録媒体Ｐは、搬送ロール
５２によって排出部１８に排出される。以上のように、一連の画像形成動作が行われる。
【００３３】
　（転写ユニット２１の具体的な構成）
　次に、転写ユニット２１の具体的な構成について説明する。図２には、転写ユニット２
１の具体的な構成が示されている。なお、図４～図８、図１０では、転写ユニット２１の
構成を簡略化して示している。
【００３４】
　転写ユニット２１は、図２に示されるように、転写ユニット２１の骨格を構成する一対
のフレーム部材７０を備えている。一対のフレーム部材７０は、４つの一次転写ロール２
６の回転軸方向の両側（右方側及び左方側）に配置されている。
【００３５】
　この一対のフレーム部材７０のそれぞれの外面には、複数の突出部７２が形成されてい
る。複数の突出部７２は、画像形成装置本体１１に対する転写ユニット２１の着脱の際に
、画像形成装置本体１１の内壁に形成された案内溝（図示省略）に案内される被案内部と
して機能する。
【００３６】
　また、一対のフレーム部材７０の前部の上端部には、画像形成装置本体１１に対する転
写ユニット２１の着脱の際に作業者が把持するための把持部７１が設けられている。
【００３７】
　なお、転写ユニット２１の画像形成装置本体１１からの取り出しは、退避機構（図示省
略）によって、中間転写ベルト２４の内周面に接触している４つの一次転写ロール２６を
上側に退避させ、中間転写ベルト２４を各感光体３２から離間させてから行う。
【００３８】
　（転写ユニット２１を画像形成装置本体１１から取り出すための構成）
　図４及び図５に示されるように、画像形成装置本体１１の上部には、転写ユニット２１
を画像形成装置本体１１から取り出すための取出口１０５が形成されている。また、図３
及び図４に示されるように、画像形成装置本体１１の上部には、取出口１０５を開閉する
開閉カバー１１０（開閉部の一例）と、ユーザー等の操作者によって操作される操作パネ
ル１２０（操作部の一例）と、操作パネル１２０を支持するパネル支持体１３０（支持体
の一例）と、が設けられている。
【００３９】
　取出口１０５は、図５に示されるように、転写ユニット２１に対する前方側の斜め上方
に配置されている。そして、転写ユニット２１は、フレーム部材７０に形成された複数の
突出部７２（図２参照）が、画像形成装置本体１１の内壁に形成された案内溝（図示省略
）で案内されることで、取出口１０５を通じて前方側に向かって斜め上方へ取り出される
ようになっている。このように、画像形成装置本体１１の内部に設けられた転写ユニット
２１は、取出口１０５を通じて、画像形成装置本体１１の外側へ取り出される。したがっ
て、本実施形態では、転写ユニット２１が取出口１０５を通じて前方側に向かって斜め上
方へ取り出される経路が、転写ユニット２１の取出口１０５を通じた画像形成装置本体１
１の外側への取出経路となる。
【００４０】
　開閉カバー１１０は、後端部（自らの後側部分の一例）が装置左右方向に沿った軸線周
りに回転可能に画像形成装置本体１１の上部に取り付けられている。この開閉カバー１１
０は、取出口１０５を覆うことで取出口１０５を閉鎖した図３、図５及び図６に示す閉鎖
状態（閉鎖位置）から、上方への回転により取出口１０５を開放する（図４、図７及び図
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８参照）。したがって、本実施形態では、取出口１０５を開放する際に開閉カバー１１０
が閉鎖状態から上方へ回転される経路が、開閉カバー１１０の上方への回転軌道となる。
また、取出口１０５を開放した図４、図７及び図８示す開放状態（開放位置）から下方へ
の回転により取出口１０５を閉鎖する（図３、図５及び図６参照）。なお、図３における
ドットを付した部分が、開閉カバー１１０である。
【００４１】
　また、開閉カバー１１０は、図９に示されるように、取出口１０５に対する閉鎖状態に
おいて排出部１８をなす。具体的には、開閉カバー１１０の上面における左右方向の一部
に、画像形成装置本体１１から排出された記録媒体Ｐが積載される。
【００４２】
　パネル支持体１３０は、図３及び図４に示されるように、画像形成装置本体１１の上部
における左端部であって、開閉カバー１１０の装置前方側に配置されている。パネル支持
体１３０は、正面視にて、右側部分が、開閉カバー１１０の左側部分と左右方向に重なっ
ている（図９参照）。パネル支持体１３０は、側面視にて、後側部分が、開閉カバー１１
０の前側部分と前後方向に重なっている（図６参照）。
【００４３】
　パネル支持体１３０は、図６に示されるように、画像形成装置本体１１の上面から上方
へ突出している。また、パネル支持体１３０は、後側に向けて徐々に高くなる上り勾配を
有する上面１３２を有している。この上面１３２は、操作パネル１２０の後面が載せられ
る面として機能する。また、上面１３２における前側部分には、操作パネル１２０の下端
部を装置左右方向に沿った軸線周りに回転可能に支持するヒンジ部１３４（支持部）が設
けられている。
【００４４】
　さらに、パネル支持体１３０は、図１０に示されるように、その右側部分であって後側
部分に、切欠部１３６（切欠きの一例）を有している。切欠部１３６は、開閉カバー１１
０の上方への回転軌道上及び転写ユニット２１の取出口１０５を通じた画像形成装置の外
側への取出経路上に形成されている。
【００４５】
　操作パネル１２０は、板状に形成されている。操作パネル１２０の前面が、タッチパネ
ルとなっており、操作者に向けて各種の情報を表示する表示部及び操作者が操作する操作
部として機能する。
【００４６】
　また、操作パネル１２０は、下端部がヒンジ部１３４に支持されることで、装置左右方
向に沿った軸線周りに回転可能に画像形成装置本体１１の上部における開閉カバー１１０
の装置前方側の位置に取り付けられている。
【００４７】
　操作パネル１２０は、その後面がパネル支持体１３０の上面１３２に載せられた図３及
び図５に示す載置位置（載置状態）において、開閉カバー１１０の上方への回転軌道上及
び転写ユニット２１の取出口１０５を通じた画像形成装置の外側への取出経路上に配置さ
れる。
【００４８】
　操作パネル１２０は、パネル支持体１３０の上面１３２への載置位置から装置前方への
回転により、開閉カバー１１０の回転軌道上及び転写ユニット２１の取出経路上から退避
する（図４及び図６参照）。そして、操作パネル１２０が当該退避位置に位置する状態（
退避状態）において、開閉カバー１１０が開放されることで、操作パネル１２０は、転写
ユニット２１の取出経路を開放状態の開閉カバー１１０との間に形成する。すなわち、転
写ユニット２１は、退避状態の操作パネル１２０のタッチパネルとは反対側の背面と、開
放状態の開閉カバー１１０との間を通って、画像形成装置本体１１から取り出される。
【００４９】
　また、操作パネル１２０は、上記の退避位置から装置後方への回転により、パネル支持
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体１３０の上面１３２への載置位置に戻る。なお、操作パネル１２０は、当該載置位置及
び上記の退避位置において、操作可能となっている。
【００５０】
　さらに、操作パネル１２０には、図１１及び図１２に示されるように、操作パネル１２
０が上記の載置位置に位置する載置状態において、開閉カバー１１０の開放を制限する制
限部１２８（制限部の一例）が設けられている。制限部１２８は、具体的には、操作パネ
ル１２０の後面に形成された溝部で構成されている。操作パネル１２０の載置状態におい
て、開閉カバー１１０が閉鎖状態から上方へ回転されると、図１２に示されるように、制
限部１２８に引っ掛かり、それ以上の回転が制限される。
【００５１】
　（本実施形態に係る作用）
　次に、本実施形態に係る作用を説明する。
【００５２】
　本実施形態において、作業者が転写ユニット２１を画像形成装置本体１１から取り出す
場合には、まず、操作パネル１２０をパネル支持体１３０の上面１３２への載置位置（図
３及び図５参照）から装置前方へ回転させる（図６参照）。これにより、操作パネル１２
０は、開閉カバー１１０の回転軌道上及び転写ユニット２１の取出経路上から退避する。
【００５３】
　次に、開閉カバー１１０を、取出口１０５を閉鎖した図６に示す閉鎖状態（閉鎖位置）
から上方へ回転させる（図７参照）。これにより、開閉カバー１１０が取出口１０５を開
放する。また、退避状態の操作パネル１２０と、開放状態の開閉カバー１１０との間に、
転写ユニット２１の取出経路が形成される。
【００５４】
　そして、図４及び図８に示されるように、作業者が転写ユニット２１の把持部７１を把
持して、転写ユニット２１を取出口１０５を通じて前方側に向かって斜め上方へ取り出さ
れる。このとき、転写ユニット２１は、退避状態の操作パネル１２０と、開放状態の開閉
カバー１１０との間を通って、画像形成装置本体１１の外側へ取り出される。
【００５５】
　ここで、操作パネル１２０を開閉カバー１１０の回転軌道上及び転写ユニット２１の取
出経路上から左側にはずれた位置に配置した構成（比較例）では、取り出される転写ユニ
ット２１に操作パネル１２０が干渉しないが、操作パネル１２０が画像形成装置本体１１
の左側に張り出して、画像形成装置１０の左右方向の幅が大きくなり、画像形成装置１０
が大型化する。
【００５６】
　これに対して、本実施形態では、操作パネル１２０が画像形成装置本体１１から左右方
向に張り出さないので、上記の比較例に比べ、転写ユニット２１を取り出す際に転写ユニ
ット２１に操作パネル１２０が干渉することが抑制しつつ、画像形成装置１０の小型化を
図れる。
【００５７】
　また、本実施形態では、退避状態の操作パネル１２０と、開放状態の開閉カバー１１０
との間に、転写ユニット２１の取出経路が形成される。したがって、退避状態の操作パネ
ル１２０と、転写ユニット２１を取り出すための空間と、開放状態の開閉カバー１１０と
が重なった状態になる。このため、転写ユニット２１を取り出す際に大きな空間を必要と
せず、装置の省スペース化が図れる。
【００５８】
　また、本実施形態では、図１０に示されるように、パネル支持体１３０の切欠部１３６
は、開閉カバー１１０の上方への回転軌道上及び転写ユニット２１の取出口１０５を通じ
た画像形成装置の外側への取出経路上に形成されているので、切欠部１３６を有さない構
成に比べ、転写ユニット２１を取り出す際に転写ユニット２１にパネル支持体１３０が干
渉することが抑制される。
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【００５９】
　また、本実施形態では、図１２に示されるように、制限部１２８が、操作パネル１２０
の載置状態において、開閉カバー１１０の開放を制限するので、開閉カバー１１０の開放
が制限されない構成に比べ、操作パネル１２０が開閉カバー１１０の回転軌道上及び転写
ユニット２１の取出経路上から退避していない状態において、開閉カバー１１０が開放さ
れることが抑制される。
【００６０】
　また、本実施形態では、操作パネル１２０をパネル支持体１３０の上面１３２への載置
位置（図３及び図５参照）から装置前方へ回転させることで（図６参照）、低身長の操作
者や車イスを使用する操作者などが操作パネル１２０を操作しやすい高さ（角度）に調整
される。このように、本実施形態では、操作パネル１２０の高さ（角度）を調整する際の
操作パネル１２０の回転方向が、転写ユニット２１を取り出す際の操作パネル１２０の回
転方向と共通化されているので、ヒンジ等の回転機構の大型が抑制される。例えば、当該
回転方向が共通化されず、操作パネル１２０を二軸で回転させる場合では、ヒンジ等の回
転機構が大型化する。
【００６１】
　（変形例）
　本実施形態では、取出部品が転写ユニット２１である例について説明したが、これに限
られない。取出部品としては、例えば、廃トナーが収容される廃トナーボックスなどであ
ってもよく、画像形成装置本体１１から取り出される部品であればよい。
【００６２】
　本実施形態では、制限部が、溝部で構成されていたが、これに限られない。制限部とし
ては、例えば、操作パネル１２０の後面から下方へ突出する突出部であってもよい。
【００６３】
　本発明は、上記の実施形態に限るものではなく、その主旨を逸脱しない範囲内において
種々の変形、変更、改良が可能である。例えば、上記に示した変形例は、適宜、複数を組
み合わせて構成してもよい。
【符号の説明】
【００６４】
１０   画像形成装置
１１   画像形成装置本体（装置本体の一例）
２１   転写ユニット（取出部品の一例）
１０５ 取出口
１１０ 開閉カバー（開閉部の一例）
１２０ 操作パネル（操作部の一例）
１２８ 制限部
１３０ パネル支持体（支持体の一例）
１３６ 切欠部（切欠きの一例）
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